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○なんでんかんでんチャレンジ４０助成金交付要綱

（趣旨）

第１条 市は、活気と魅力あるまちづくりに寄与する活動を支援するため、予算の定めると

ころにより、第３条に規定する事業を行う団体等に対し、なんでんかんでんチャレンジ４

０助成金（以下「助成金」という。）を交付するものとし、その交付については、大村市

補助金等交付規則（昭和４２年大村市規則第２０号。以下「規則」という。）及びこの要

綱の定めるところによる。

（助成の対象者）

第２条 助成金の交付の対象となる団体等（以下「助成対象者」という。）は、構成員３人

以上の団体（代表者及び副代表者（いずれも１８歳以上の者に限る。）を定めるものに限

る。）又は法人とする。

（助成の対象事業）

第３条 助成事業（助成金の交付の対象となる事業をいう。以下同じ。）は、助成対象者が

市内で自主的に行う次に掲げる事業であって、まちづくりの推進に資するものとして市長

が認めるものとする。

(1) 市民の交流に関する事業

(2) 地域の魅力の発信に関する事業

(3) 子育て支援及び青少年育成に関する事業

(4) 健康づくり及びスポーツの振興に関する事業

(5) 市民の福祉の向上に関する事業

(6) 環境の美化及び保全に関する事業

(7) 文化活動の推進に関する事業

２ 前項の規定に関わらず、国、他の地方公共団体その他の団体から他の補助金（これに類

すると市長が認めるものを含む。）の交付を受けた事業は、助成金の交付の対象としない。

（助成の対象経費）

第４条 助成対象経費は、助成事業の実施に要する経費であって、次に掲げる経費を除く経

費とする。

(1) 飲食費（茶、清涼飲料水、弁当その他の助成事業の目的を達成するために必要最小限

の飲食に係るものを除く。）

(2) 備品の購入に係る経費
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(3) 政治的活動、宗教的活動又は営利を目的とする事業に要する経費

(4) 団体等の運営に要する経費

(5) 前各号に掲げるもののほか、市長が助成金の交付の対象とすることが適当でないと認

める経費

（助成金の額）

第５条 助成金の額は、助成対象経費に５分の４を乗じて得た額と、助成対象経費から収入

金を控除した額とを比較し、いずれか少ない額（その額に１，０００円未満の端数が生じ

たときは、その端数を切り捨てた額とする。）とし、４００，０００円を上限とする。た

だし、市長が必要と認める場合は、本文の規定により算出した助成金の額以下で市長が定

める額を助成金の額とすることができる。

２ 前項の規定にかかわらず、助成対象経費が１００，０００円未満である場合は、助成金

を交付しない。ただし、市長が必要と認める場合は、この限りでない。

（申請の手続）

第６条 規則第５条の規定により、助成金の交付を申請しようとする団体等は、様式第１号

による申請書に次の書類を添え、市長に提出しなければならない。

(1) 事業計画書（様式第２号）

(2) 構成員名簿（様式第３号）

(3) その他市長が必要と認める書類

（審査会）

第７条 市長は、助成金の交付の決定に当たっては、別に定めるなんでんかんでんチャレン

ジ４０助成金審査会の意見を聴くものとする。

（助成金の交付の条件）

第８条 規則第７条の規定により次に掲げる事項は、市長が助成金の交付を決定する場合に

付する条件となるものとする。

(1) 助成事業を行う団体等（以下「助成事業者」という。）は、次のいずれかに該当する

場合には、様式第４号による事業計画変更等承認申請書を提出して、市長の承認を受け

なければならないこと。

ア 助成事業に要する経費の配分の変更をしようとする場合

イ 助成事業の内容の変更（軽微な変更を除く。）をしようとする場合

ウ 助成事業を中止し、又は廃止しようとする場合
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(2) 助成事業者は、助成事業の会計をその他の事業の会計と明確に区別して管理しなけれ

ばならないこと。

(3) 助成事業者は、経費の支出を明らかにした書類、帳簿等を整備し、助成事業が完了し

た年度の翌年度から起算して５年間保存しなければならないこと。

（申請の取下げ期限）

第９条 規則第９条の規定により助成事業者が申請の取下げをすることができる期限は、助

成金の交付決定通知を受け取った日から起算して３０日を経過した日とする。

（実績報告等）

第１０条 助成事業者は、助成事業が完了したときは、様式第５号による実績報告書に次に

掲げる書類を添えて、当該助成事業の完了した日から２０日を経過した日又は当該助成事

業の完了した日の属する年度の３月３１日のいずれか早い日までに市長に提出しなけれ

ばならない。

(1) 事業実績書（様式第６号）

(2) 助成対象経費に係る領収書その他支出を証する書類又はその写し

(3) 活動記録等の資料

(4) その他市長が必要と認める書類

（助成金の支払）

第１１条 この助成金は、概算払の方法により支払うことができる。

２ 助成事業者は、前項の規定により助成金の支払を受けようとするときは、様式第７号に

よる請求書に助成金の交付決定の通知の写しを添えて、市長に提出しなければならない。


